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高雄病院介護予防通所リハビリテーション 〔重要事項説明書〕 

 

 

１ 事業所の概要 

（１）事業所の名称等 

 名    称          高雄病院指定通所リハビリテーション事業所 

 所 在 地          京都市右京区梅ヶ畑畑町３ 

 事 業 所 番 号          ２６Ｂ０７０００３５ 

 

 送迎サービスを提供 

 する対象地域 

 

右京区(京北を除く)の次の区域(四条通り以北、西大路通

り以西、桂川以東)にお住まいの方 

北区の一部（中川・杉阪・小野）にお住まいの方 

  ※上記地域以外の方でもご希望の方はご相談下さい。 

 

（２）職員の体制 

  高雄病院指定通所リハビリテーション事業所に勤務する職種、員数、業務内容は次の 

 通りとする。(別紙詳細参照） 

 1管理者（医師、看護師、理学療法士或いは作業療法士の中から1名） 

  ：管理者は所属職員を指導監督し、適切な事業の運営が行われるよう統括する。 

 2管理者代行（看護師、理学療法士、作業療法士の中から必要に応じて1名選任） 

 3医師1人以上 

 ：利用者の病状及び身体状況等に基づきリハビリテーションの指示を行う。 

 4セラピスト1人以上（営業日毎に配置） 

 ：医師の指示を受け利用者の日常生活自立支援に向けた理学療法･作業療法を行う。 

 5看護職員1人以上 

 ：利用者の病状及び身体状況等に基づき健康管理･衛生管理を行う。 

  また医師･セラピストの指示のもとリハビリテーションを行う。 

 6介護職員1人以上 

 ：利用者の病状及び身体状況等に基づき食事･排泄･入浴等日常生活上の介護を行う。 

  また医師･セラピストの指示のもとリハビリテーションを行う。 

（5･6･7：営業日毎にセラピスト又は看護職員又は介護職員が2名以上配置） 

 7管理栄養士（必要に応じて配置） 

 ：利用者の病状及び身体状況等に基づき栄養管理･食事提供を行う。 

 

（３） 事業所の設備等 

 定     員        ２０名 

 

 

 食堂兼機能訓練室  １室 ６４．７７㎡ 
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 浴      室 リフト浴による個別浴槽 

 静   養   室  １ 

 相   談   室  １ 

 送   迎   車  4台 

 

（４）営業時間・ｻｰﾋﾞｽ提供時間 

        営業時間 

        ｻｰﾋﾞｽ提供時間 

平日・土・祝日 午前8時30分～午後4時30分 

平日・土・祝日 午前9時45分～午後4時 

 

（５）休業日 

    日曜日・年末年始（１２月３０日から翌年１月３日まで） 

 

２ 提供するサービス内容 

 ① 健 康 チ ェ ッ 

ク 

 

血圧･脈拍･体温･血中酸素濃度･体重･その他、必要に応じ

た健康チェック 

 ②機 能 訓 練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運動療法） 

（個人リハ）筋力訓練、関節可動域訓練、ストレッチ、  

 歩行立位訓練、その他 

（集団リハ）転倒予防体操、ストレッチ体操、音楽体操、 

 卓球バレー、その他 

物理療法）温熱療法（マイクロタイザー、ホットパックなど） 

作業療法）機能訓練、各種製作、写筆書写、裁縫、編み

物、 調理、絵画･スケッチ、色塗り、計算、脳トレ･パ

ズル 

 漢字読み書き、その他 

音楽療法）歌、楽器演奏、音楽鑑賞 

 ③レクリエーション 

 

季節行事（お花見･夏祭り･敬老会･食事会･紅葉狩り･新年

会･その他）、ゲーム、文化鑑賞 

 

 ④食  事 

 

旬の野菜･果物を使用し、厳選した調味料と出来る範囲の

低農薬食材による季節感あふれる食事を提供。また疾患によ

る制限食や、咀嚼･嚥下状態に合わせた特別食等を提供。 

 ⑤入  浴 特殊浴槽による介助浴。 

 ⑥送  迎 送迎車による自宅への送迎。 

 ⑦運動器機能向上 

  

理学療法士･作業療法士等を中心に看護･介護協同による

運動器機能向上に係わる個別の計画作成とサービスの実施。 

 ⑧栄養改善 

 

管理栄養士等による利用者の低栄養状態の改善を目的と

した栄養ケア計画の作成とサービスの実施。 
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３ 利用料等 

（１）介護保険適用サービスの利用料 

   次の①基本額と②個別各種加算額を合計した額の１割 

   （一定以上の所得がある 65 歳以上の利用者は 2～3 割) 

 ①基本額 

  月単位の定額報酬 

 要支援１ 

 

（２３９２７円 ） 

         ２３９３円 

 要支援２ 

      

（４４６０５円 ） 

         ４４６１円 

   ＊上段の（ ）の金額は介護報酬額（施設区分･体制による加減算を算定した額）です。 

      ＊利用料は下段の金額です。（介護報酬額の１割の額が記載されています） 

 

  但し介護予防通所リハビリテーションを開始した月から起算して 12 月を越えて介護 

  予防通所リハビリテーションを行う場合は 1 月につき次に掲げる金額を減算します。 

 

          

     

 

 

 

          サービス利用12月超減算 

要支援１ 

      

（▲１２６６円 ） 

    ▲１２７円 

要支援２ 

          

（▲２５３２円 ） 

    ▲２５４円 

②個別各種加算額 

退院時共同指導加算 

（当該退院につき１回に限り算定） 

（６３３０円） 

１回に付き  ９３３円 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

（介護福祉士70%以上配置） 

 

 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

（介護福祉士50%以上配置） 

 

 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

（介護福祉士40%以上配置） 

 

 

要支援１（９２８円） 

１月に付き   ９３円 

要支援２（１８５６円） 

１月に付き  １８６円 

要支援１（７５９円） 

１月に付き   ７６円 

要支援２（１５１９円） 

１月に付き  １５２円 

要支援１（２５３円） 

      １月に付き   ２６円 

要支援２（５０６円） 

       １月に付き      ５１円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 加算率 ８.３ % 

（所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定） 
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 ③各種加算減算内容 

 ・サービス利用 12 月超減算 

   介護予防通所リハビリテーションを開始した月から起算して 12 月を越えて介護予 

  防通所リハビリテーションを行う場合に減算。 

 ・栄養改善加算 

   管理栄養士等による利用者の低栄養状態の改善を目的とした栄養ケア計画の作成 

   とサービスを実施した場合に算定。 

 ・栄養アセスメント加算 

   低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握する栄養管理を行った場合に算定。 

 ・退院時共同指導加算 

   入院中の者が退院するに当たり医師又は理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が退 

  院前カンファレンスに参加し退院時共同指導を行った後に当該者に対する初回の通 

  所リハビリテーションを行った場合に加算。 

 ・サービス提供体制加算 

   介護職員のうち一定数の介護福祉士を配置しているなど厚生労働大臣が定める基 

   準に適合している場合に算定。 

 ・介護職員等処遇改善加算 

   介護職員等の処遇改善等を実施しているものとして厚生労働大臣が定める基準に適 

  合している場合に算定。 

 

（２）介護保険給付外のサービス 

種 類 内   容 利用料 

 食  費 

 

利用者の身体状況に応じた食事･

おやつ等の提供を行います。 

 700円／１回 

（食事620円・おやつ80円） 

 紙パンツ代等 

 

 

紙パンツ．テープ止紙おむつ．尿

とりパット．などは必要に応じて提

供します。 

 各100円／１枚 

 

 

 その他の 

 日常生活費 

利用者の希望により日常生活に

必要なものを提供します。 

  実 費 

 

 コピー費用 サービス実施記録等のコピー費用   20円／1枚 

 

（３）事業所の判断や利用者の意向によりサービスを中止・キャンセルした場合の利用料 

     利用者の体調や台風・積雪等の天候不順、利用者の意向によりサービスを中止・キ 

 ャンセルした場合に於いて利用料は定額報酬のため変更はありません。 

（４）利用料金の支払方法 

   毎月の利用に応じて、翌月 20 日迄に利用明細書を発行し請求を致しますので、翌 

 月の末日迄にお支払い下さい。お支払い後、領収証を発行します。 

   お支払方法は、「集金袋払い」「窓口払い」「当院指定先お振り込み」等の中から

ご希望に応じ選択できます。 
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４ サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

   サービスの見学や体験利用が可能です。 

   利用開始については事前に担当介護支援専門員及び当事業所職員がサービスの内容 

 等説明の上、利用者と事業者間で契約を結び、利用目的に沿った介護予防サービス実 

 施計画（ケアプラン）・介護予防通所リハビリ計画の作成を行い、計画に基づいたサ 

 ービスの提供を開始します。 

 

（２）サービスの利用終了 

利用者のご都合

でサービスを終

了する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用者は事業者に対して７日間の予告期間をおいて文書で連絡

をすることによりこの契約をやめることができます。 但し利用

者の病変･急な入院等やむを得ない事情がある場合は、予告期間が

７日間以内の連絡でもこの契約を止める事ができます。 

 利用者は事業者に次の①から⑤の事情があった場合には、文書

で連絡をすることにより、直ちに契約を止める事ができます。 

  ①事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合。 

 ②事業者が秘密保持義務に反した場合。 

 ③事業者が利用者やそのご家族などに対して社会通念を逸脱す

る  行為を行った場合。 

 ④事業者が破産などの事情により事業を継続することが困難に

な  った場合。 

 ⑤事業者が介護保険法令や契約に著しく違反した場合。 

事業者の都合で 

サービスを終了

する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業者はサービスの提供を続けることが困難になるなどやむを

得ない事情がある場合、利用者に対して1か月間の予告期間をおい

て理由を示した文書で連絡することにより、契約を止める事ができま

す。 

 事業者は、利用者に次の①から③の事情があった場合は、文書

で連絡することにより、直ちに契約をやめることができます。 

 ①利用者が利用料の支払いを３か月以上遅れ、その後、事業者

が利用料を支払うよう催告したにもかかわらず、利用者が２０日

以内に支払をしない場合。 

 ②利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返し

た場合、または利用者の入院もしくは病気等により、３か月以上

にわたってサービスが利用できない状態であることが明らかにな

った場合。 

 ③利用者が事業者や従業員または他のお客さまに対して、この

契約を継続することが困難になるほどの重大な背信行為を行った

場合。 

自動終了  次の①から④の場合は、契約は自動的に終ります。 
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 ①利用者が介護保険施設に入所した場合。 

 ②利用者の要介護認定区分が非該当（自立）或いは要介護と認定 

 された場合。 

 ③利用者が死亡もしくは被保険者資格を喪失した場合。 

 ④事業者が、介護保険の指定を取り消された場合 。 

 

５ 当事業所の通所リハビリサービスの特徴等 

（１）事業の目的および運営の方針 

 

 事業の目的 

 

・要支援状態にある高齢者の健全で安定した生活の助長、社会的孤

立感の解消、ならびに機能訓練を中心に心身機能の維持・向上等を

図り、要介護状態の発生及び悪化を出来る限り防ぐこと。 

 

 運営の方針 

 

 

 

 

 

 

・利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ、自立

した日常生活を営むことができるよう配慮して、機能訓練その他介

護全般にわたる援助を行う。 

・利用者の意見および人格を尊重し、常に利用所の立場に立って、 

適正な介護サービス計画に沿った機能訓練および介護の提供に努め

る物とする。 

・事業の運営にあたっては、介護支援事業者、地域の保健、医療、

福祉等との連携に努める。 

 

（２）介護予防給付費加算体制等 

 高齢者虐待防止措置未実施減算       無 

 業務継続計画未策定減算       無 

 栄養改善体制     無 

 栄養アセスメント体制    無 

 口腔機能向上体制       無 

 口腔･栄養スクリーニング体制       無       

 一体的サービス提供加算        無    

 科学的介護推進体制    無 

 退院時共同指導加算       有 

 サービス提供体制強化加算        有 

 介護職員等処遇改善加算       有 

 

（３）サービスの利用のために 

   事      項  有無     備   考 

土曜･日曜･祝日の実施の有無               有 土曜･祝日は実施・日曜は休業 

従業員への研修の実施状況             

 

  有 

 

各種研修会への参加 

勉強会の実施 

サービスマニュアルの作成               有  
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（４）サービスの利用のための留意事項 

送迎の変更連絡等 

 

利用者の欠席、交通事情等により送迎時刻が大幅に変更

となる場合があります。出来る限り事前連絡します。 

体調確認と体調不良時の対応 

 

 

健康チェックその他によって体調不良が認められた場

合は、必要に応じて掛かり付け医への連絡や受診、当院

医師の診察及び必要な検査治療を行います。 

機能訓練の内容 

 

PT･OT等の指導により、必要な機能訓練を行います。体

調等により内容調整･中止となる場合があります。 

食 事 の 内 容 

 

必要に応じて療養食を提供します。 

食物アレルギーがある場合は可能な限り対応します。 

入 浴 利 用  

 

個別浴槽による介助浴として、お一人ずつ入浴して頂き

ます。体調等により中止となる場合があります。 

レクリエーション ご希望に応じて参加して頂きます。 

評価制度の受け入れの有無 

 

 有： 介護サービス情報の公表制度の実施。 

 無： 京都市介護ｻｰﾋﾞｽ評価事業の評価制度受診。 

 

６ 非常時災害対策 

  非常時災害対策として具体的計画のもと、避難･救出訓練の実施等の対策を溝じます。 

  ・管理者（非常時災害責任者）のもと、年 2 回以上の避難、救出訓練を行います。 

  ・日常的に非常口、避難場所の確認とその徹底を行います。 

 

７ 緊急時及び事故発生時の対応･損害賠償 

  サービスの提供中に容態の変化や事故等があった場合は、事前の打ち合わせに従い、 

主治医、救急隊、ご家族、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、市町村等へ連 絡

します。また事業者の責任において事故が発生したときはその損害を賠償します。 

 

８ 相談・苦情の窓口 

（１）当施設 

 

当事業所ご利用相談室 

 

 

・窓口担当者及び管理者   横田 静夫 

    ご利用時間 午前8時30分～午後4時30分 

    ご利用方法 電話 ０７５－８７１―０２４５ 

・苦情箱（病院待合に設置） 

 

（２）行政機関その他相談･苦情受付機関 

京都市右京区役所 

 保健福祉センター 

 健康長寿推進課 

 京都市右京区太秦下刑部町１２ 

        電   話 ０７５－８６１－１１

０１ 

        ＦＡＸ  ０７５－８７２－５０４８ 
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京都市北区役所 

 保健福祉センター 

 健康長寿推進課  

 京都市北区紫野東御所田町３３-１ 

電 話 ０７５－４３２－１３６６ 

ＦＡＸ ０７５－４３２－１５９０ 

京都府国民健康保険団体  

 連合会 介護保険課 

 

 京都市下京区烏丸通四条下る水銀屋町６２０ 

電 話 ０７５－３５４－９０１１ 

ＦＡＸ ０７５－３５４－９０９９ 

 

京都府社会福祉協議会 

 

 京都市中京区竹屋町通烏丸東入る清水町３７５ 

電 話 ０７５－２５２－２１５２ 

ＦＡＸ ０７５－２１２－２４５０ 

 

京都市社会福祉協議会 

 

 京都市下京区西木屋町通上ノ口上る梅湊町８３-

１ 

電 話 ０７５－３５４－８７３１ 

ＦＡＸ ０７５－３５４－８７３６ 

 

９ 秘密保持と個人情報保護 

  事業所は一般財団法人高雄病院が定める個人情報保護に関する基本方針と規定に基づ 

き個人情報保護に努めます。また事業者や従業員その他事業に携わる者は、利用者にサ ー

ビス提供をする上で知ることの出来た利用者及びその家族に関する個人情報を在職中 及

び退職後も正当な理由無く第三者に漏らしません。但しサービス担当者会議等に於い て

利用者及びその家族の個人情報を契約の有効期間中に用いる場合があります。 

 

１０ 虐待の防止 

  事業所は虐待の発生又はその再発を防止するため対策を講じます。 

  ・虐待の防止のための指針を整備します。 

  ・職員に対し虐待の防止のための研修を実施します。 

  ・サービス提供中に当該事業所職員又は養護者(利用者の家族等高齢者を現に養護す 

  るもの)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村  

 に通報するものとする。 

１１ サービス提供に関する記録の保存期間 

  サービス提供に関する記録の保存期間は、契約終了後 5 年とします。 

 

１２ 事業者の概要 

 名称･法人種別  一般財団法人 高雄病院 （事業者番号2610711091） 

 代表者役職・氏名 理事長 江部 康二 

 所在地 京都市右京区梅ヶ畑畑町３ 

 電話番号 ８７１―０２４５ 

 定款の目的に  

 定める事業 

 

 １ 適切な医療及び介護を実践し普及することを目的とする 

 ２ 前項のほか下記の事業 

 (1)病院及び診療所の開設とその運営 
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 (2)漢方及び食養生に重点を置いた東洋医学の推進 

 (3)地域に根ざした医療の拡充 

 (4)老人医療及び介護保険法に基づく介護事業 

 (5)成人病･アレルギー疾患及び難病等の治療 

 (6)糖質制限食を中心とした糖尿病等の生活習慣病の治療

 (7)その他この法人の目的を達成する為に必要な事業  

 施 設 ･ 拠 点 等         

 

 

  介護療養型医療施設         1か所 

 通所リハビリテーション      1か所 

 介護予防通所リハビリテーション  1か所 

  事業計画及び財務内容に関して所定の申請により閲覧する事が可能です。 

 

 

 

付 則） 

この重要事項説明書は平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

平成 19 年 04 月 01 日から一部変更する。    平成 20 年 04 月 01 日から一部変更する。 

平成 21 年 04 月 01 日より一部変更する。    平成 21 年 06 月 01 日から一部変更する。 

平成 21 年 10 月 01 日より一部変更する。    平成 22 年 04 月 01 日から一部変更する。 

平成 23 年 04 月 01 日より一部変更する。    平成 24 年 04 月 01 日から一部変更する。 

平成 25 年 04 月 01 日より一部変更する。    平成 25 年 11 月 28 日から一部変更する。 

平成 26 年 01 月 01 日より一部変更する。    平成 26 年 04 月 01 日より一部変更する。 

平成 27 年 04 月 01 日より一部変更する。        平成 27 年 08 月 01 日より一部変更する。 

平成 29 年 04 月 01 日より一部変更する。        平成 30 年 04 月 01 日より一部変更する。 

平成 30 年 08 月 01 日より一部変更する。        令和 01 年 10 月 01 日より一部変更する。 

令和 03 年 04 月 01 日より一部変更する。    令和 03 年 10 月 01 日より一部変更する。 

令和 04 年 10 月 01 日より一部変更する。    令和 04 年 12 月 01 日より一部変更する。 

令和 06 年 06 月 01 日より一部変更する。    令和 08 年 06 月 01 日より一部変更する。 


